


各相手方に対 し,それぞれ該当する 「認容金額 (円 )」 欄記載の金

額を支払 うよう請求せよ。

(2)被控訴人 らのその余の請求を棄却する。

2 被控訴人 らの附帯控訴をいずれ も棄却する。

3 訴訟費用 (控訴費用及び附帯控訴費用を含み,補助参加 に係 る費用

を除 く。)は,第 1, 2審 を通 じてこれを 10分 し,その 1を控訴人

の負担 とし,その余を被控訴人 らの負担 とし,補助参加に係 る費用は

これを 10分 し,その 3を控訴人の,その余を補助参加人の負担 とす

る。

事 実 及 び 理 由

第 1 当事者の求める裁判

1 控訴人の控訴の趣 旨

(1)原判決中,控訴人の敗訴部分を取 り消す。

(2)上記の部分につき,被控訴人 らの請求をいずれ も棄却する。

2 被控訴人 らの附帯控訴の趣旨 (訴えの拡張又は減縮 )

控訴人は,別紙 2の 「訴えの変更一覧表」 (以下 「変更一覧表」 とい う。 )

の 「相手方」欄記載の各相手方に対 し,それぞれ同 「請求額」欄記載の金員及

びこれに対する平成 26年 4月 1日 から支払済みまで年 5分の割合による金員

を支払 うよう請求せ よ。 (被控訴人 らは,当 審において,原判決添付の別紙請

求金額等一覧表 (以 下 「原判決別紙請求金額等一覧表」 とい う。)の 「相手

方」欄記載の相手方宮本次郎,同 山村幸穂 ,同小林照代,同今井光子につき,

各相手方に対 し支払を求める金額を,変更一覧表記載の該当する 「請求額」欄

記載の金額に拡張 し,原判決別紙請求金額等一覧表記載の 「相手方」欄記載の

相手方太田敦につき,同人に対 し支払を求める金額を,変更一覧表記載の該当

する 「請求額」欄記載の金額に減縮 した。 )

第 2 事案の概要



1 本件は,奈良県の住民である被控訴人 らが、原判決別紙請求金額等一覧表の

「相手方」欄記載の奈良県議会会派又は同議会議員 (以下個別の相手方を指す

場合には 「相手方 自民党」,「相手方尾崎」などとい う。)が奈良県から交付

された平成 25年度の政務活動費の うち,調査研究費及び要請陳述等活動費 ,

広聴広報費,事務所費及び人件費に係る支出には,地方 自治法,奈良県政務活

動費の交付に関する条例 (以 下 「本件条例」 とい う。)な ど関係法令に定める

基準に適合 しない部分があ り,その部分は,各相手方が,法律上の原因なく,

自己負担の支出を免れ,不 当に利得 していると主張 して,奈良県の執行機関で

ある控訴人に対 し,地方 自治法 242条 の 2第 1項 4号に基づき,各相手方に

対 し,原判決別紙請求金額等一覧表の各 「請求金額」欄記載の各不当利得金及

びこれに対する本件条例に定める返還時期 とする日の後の 日 (次年度の開始 日

である平成 26年 4月 1日 )から支払済みまで民法所定年 5分の割合による遅

延損害金の支払を請求することを求めた住民訴訟である。

2 原審は,広聴広報費の うち印刷物費用等につき,相手方尾崎,同和田,同 山

村,同荻田,同宮本,同小林,同今井,同太田及び補助参加人に,事務所費に

つき,相 手方藤野,同森 山,同 中野,同辻本,同小泉,同乾及び補助参加人

に,それぞれ原判決添付の別紙認容金額一覧表 (以 下 「原判決認容金額一覧

表」 とい う。)記載の金額の限度で違法な支出があると認め,控訴人に対 し,

上記各相手方に上記金員の請求を命 じ,遅延損害金の附帯請求を含めその余の

請求を棄却 したところ,控訴人が控訴 した。また,被控訴人 らが附帯控訴をし,

相手方宮本,同 山村,同小林及び同今井につき,原判決が被控訴人 らの請求額

を超える金額を請求することを認容 したとして,上記相手方 らに対 し請求する

金額を原判決認容額まで増額 して請求を拡張 し,相手方太田につき,原判決が

認容 した限度で請求することを求めるとして請求を減縮 した。

3 関連法令等の定め,前提事実,争点及びこれに関する当事者の主張は,次の

とお り補正 し,後記 4で当審における当事者の補充主張を,後記 5で控訴人補



助参加人の主張をそれぞれ付加するほかは,原判決の 「事実及び理 由」中の第

2の 2ない し4(原判決 2頁 12行 日から14頁 10行 日まで)に記載のとお

りであるから,こ れを引用する (以下の原判決の引用部分は,全て 「事実及び

理由」中のものであ り,以下では,「事実及び理由」中のものである旨の記載

は省略する。 )。

(1)原判決 2頁 12行 日の 「定め」の後に「の概要」を加 える。

(2)原判決 3頁 16行 日の 「とする。」の後に 「 (以下この別表第 1及び第 2

に定めるところを 「使途基準」 とい う。)」 を加える。

(3)原判決 7頁 1行 日の 「平成 25年度」の後に 「 (平成 25年 4月 1日 から

平成 26年 3月 31日 )」 を加える。

(4)原判決 7頁 8行 日の 「別紙請求金額等一覧表」の うち,相手方宮本,同 山

村 ,同小林,同今井,同太 田に係 る広聴広報費の 「内容」,「支出 日」 ,

「請求金額」,「備考」の各欄 を変更一覧表の該 当す る 「内容」,「支出

日」,「請求額」及び 「備考」の各欄に記載のとお り改める。

(5)原判決 8頁 2行 日から3行 日にかけての 「政務活動の手引」を 「政務活動

費の手引」 と改める。

(6)原判決 8頁 22行 日の 「これを」の後に 「借 り上げて」を加える。

4 当審における当事者の補充主張

(控訴人の主張)

(1)本件の判断基準について

ア 本件条例及び 「奈良県政務活動費の交付に関する規程」」 (以下 「本件

規程」」 とい う。)の下で,政務活動費を交付する対象の経費の定め,収

支報告書の県議会議長への提出及び領収書の写 し等の添付,収支報告書等

の保存及び閲覧などの制度が定められてお り,これ らは政務活動費の透明

性を担保するものであるが,こ の制度は,収支報告書の記載事項,政務活

動費の一部充当・按分の場合の記載方法,収支報告書等の閲覧範囲などに



おいて,限定的なものにとどめられている。 これは,当該制度を超える部

分については,住民の政治的判断に委ねることで,会派及び議員の自由な

調査研究活動を確保 し,議会の審議能力を強化するとい う政務活動費制度

の趣 旨を実現するためにほかならず,こ のような本件条例及び本件規程の

趣旨は,政務活動費の支出にかかる違法性の判断基準においても十分に考

慮 されなければならない。

したがつて,本件のように,被控訴人 らが,控訴人に対 し,相手方 らに

対する不当利得返還請求権を行使することを求める訴訟において,議員が

本件条例及び本件規程に則つて適法に収支報告書等を提出 している以上 ,

当該議員による政務活動費の支出は適法 と判断されるべきであ り,政務活

動費の支出が違法であると主張する被控訴人 らにおいて,相手方議員の政

務活動費の支出が,法律上の原因を欠 くこと,すなわち,当該支出が違法

であることを基礎づける根拠 となる具体的事実を主張・立証 した場合に限

り,当該支出を違法 と判断するべきであ り,単に抽象的・外形的な事実を

主張・立証するにとどまるにもかかわらず,当該支出の適法を主張する側

に主張・立証責任を転換 し,その主張・立証がなされないことを理由に当

該支出を違法 と判断すべきではない。

また,仮に,政務活動費の支出が違法であると主張する側において,当

該支出が違法であることを窺わせる一般的外形的事実が主張・立証 された

場合には,当該支出の適法を主張する側に主張・立証責任が転換 されると

い う考え方を採用する場合であつても,本件条例及び本件規程の趣 旨や証

拠の偏在が存在 しないことに照 らせば,そ の反証の程度は,当該支出に係

る政務活動の実態を主張 0立証するまでの必要はなく,「上記一般的外形

的事実の存在だけでは,当 該支出を違法 と判断することはできない」 とい

える程度の別の事実を主張・立証すれば足 りると解すべきである。

イ 平成 20年条例第 48号による本件条例改正及び本件規程改正に伴い
,



政務調査費の支出が不適切であるとの疑いが事後的に生 じることを避ける

ため,政務調査費を支出する際に,議員及び会派が予め参考 とすべき資料

として,本件条例及び本件規程に定められた使途基準を分か りやす く解説

する運用指針を定める必要から,当 時の奈良県議会議長の指示にもとづき ,

副議長,議会運営委員会委員長及び各会派代表者の総勢 7名 で構成 される

検討委員会で検討 され,平成 20年 4月 に 「政務調査費の手引 (政務調査

費の運用指針。以下 「旧手引」 とい う。)が作成 された。 さらに,その後 ,

地方 自治法改正により政務調査費が政務活動費 と改められたことに合わせ

た平成 24年条例第 42号による本件条例改正及び本件規程改正に伴い
,

旧手引を見直す必要が生 じたことか ら,当 時の奈良県議会議長の指示に基

づき総勢 9名 で構成 される検討委員会で検討 し,改訂 したものが本件手引

である。

このように,本件手引は奈良県議会で審議 ,議決されたものではなく,

政務活動費を支出する際に議員及び会派が予め参考とする運用指針に過ぎ

ず,法的拘束力を有するものではない。政務活動費を充てることができる

経費の範囲は本件条例によつて定まるのであ り,訴訟においては,政務活

動費の支出の違法性が問題 となる場合は,その違法性の判断は,政務活動

費について定める本件条例の解釈に基づいて実質的になされるべきであ り,

本件手引の記載や文言に基づいて形式的になされるべきではなく,本件手

引の記載や文言 も本件条例の趣旨に基づいてそれに反 しないよう解釈 され

なければならない。

(2)広聴広報費 (印刷物費用等)について

ア 政務活動費を広聴広報費に支出することができるのは,県議会において ,

県民の意思を適正に反映させることは必要不可欠であり,県民の意思を収

集,把握することは議員の調査研究の一つ として重要であるところ,県議

会活動及び県政に関する政策等を県民に知 らせることは,県政に対する県



民の意思を的確に収集,把握するための前提 として意義を有す るものとい

うことができ,直接用いられる費用ではないとしても,調査研究のために

有益な費用 といえるからである。

したがつて,議員が広報活動に用いる広報紙に,県政に対す る県民の意

思を的確に収集,把握することに繋がる情報が掲載 されているのであれば ,

当該情報の内容が政務活動そのものを伝える情報でなくとも,例えば,議

員の政党活動や後援会活動に関する記事,議員のプロフィール,議員 自身

の拡大写真やその活動状況を撮影 した写真等であつても,当該広報紙に係

る費用に政務活動費を支出することは適法である。

地方 自治法 263条 の 3に基づき設立された全国都道府県議会議長会が

作成 した 「政務活動費の運用に係 る考え方」においても,「議員が行 う政

務活動の広報を行 う広報紙において,議員 自身を紹介する記事 (プ ロフィ

ール等)や地域イベ ン トヘの参加報告等を一部に掲載することも,政務活

動の広報紙 として社会通念上許 される程度であれば,政務活動費の対象 と

して取 り扱 うことは可能か。」 とい う問題点について,「ホームページを

含め広報の内容が,(都道府)県政や地域の問題など住民福祉の増進を図

るとい う政務活動の内容に適ったものであれば充当が可能であると考える。

また効果的な広報を行 うためには,情報発信者の紹介 (プ ロフィール)な

ども必要であると考える。」と説明されている。

本件手引に,広報紙の印刷費等に政務活動費を支出する場合について ,

「政党活動,後援会活動等他の活動の掲載がある場合は,掲載記事の害1合

等により按分する。」 と記載 されているが,前記(1)の判断基準に係 る控訴

人の主張を前提にすれば,政務活動費を按分すべき「政党活動,後援会活

動等他の活動の掲載がある場合」 とは,議員から有権者である県民に対 し

て様々な情報が提供 されることによって適切な判断が形成 され,政治的 ,

行政的課題に対する県民の意向が当該議員に示 されるとい う相互作用が全



く期待できないような記事の掲載がある場合のことを指 し,具体的には専

ら所属政党の宣伝を行 うだけの記事や,後援会員に単なる活動報告を行 う

に過ぎない記事などの場合に限定 して解釈すべきである。

イ 以下のとお り,各相手方の広報紙は,効果的な広聴広報活動に不可欠な

情報を掲載 したものであ り,それに係 る費用を支出することは,政務活動

費の趣 旨に適っている。

171 相手方尾崎について

相手方尾崎の広報紙である 「元気通信第 8号」 (甲 183)に は,①

全身写真,プロフィール,政治信条及び② 「近年の政治の動向と小選挙

区制の是非」との記事が記載されているが,①は,情報発信者である相

手方尾崎の人となりや政治信条や背景に関する情報を県民に伝えるもの

として,②は,国政に関するものであるが,情報発信者である議員の国

政についての考え方は,県政に対する考え方だけでなく,政治信条や背

景を知るために有用な情報であり,県民による積極的な意見や情報の提

供につながるので,いずれも効果的な広聴広報活動に不可欠な情報であ

る。

1/F)相 手方和田について

相手方和田の広報紙である「和田恵治通信改題 7号」 (甲 186)に

は,①相手方和田の写真,プロフィール,②奈良県立桜井高等学校が甲

子園に出場したことに関する記事や③ 「参院選結果と先送りされた課

題」と題する記事が掲載されているが,①は情報発信者である相手方和

田の人となりを伝える情報であり,②は,相手方和田の郷土である桜井

市の高等学校が甲子園に出場したことを称え,桜井市民としての思いを

伝えるものであり,同人の人となりを伝える情報として,③は国政に関

する記事であるが,県政について県民による積極的な意見や情報の提供

に繋がるものとして,効果的な広聴広報活動に不可欠な情報である。
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ltl 補助参加人について

補助参加人の広報紙である「県議会だより」 (甲 207, 208)に

は,①補助参加人の写真,永年勤続表彰されたことの記事及び②活動状

況の写真が掲載されているが,①は,情報発信者である補助参加人の人

となりを伝え,②は県議会における一般質問に関する記事の一部分とし

て,一般質問をする補助参加人の姿を撮影したものであり,当該記事の

内容が一般質問に関するものであることを視覚的に読者に訴えかけ,県

議会における一般質問に関心のある読者の注意を引いて当該記事に誘引

する効果を持つものとして,効果的な広聴広報活動に不可欠な情報であ

る。

l‐l 相手方山村について

相手方山村の広報紙である「山村さちほの県議会だより」 (甲 19

0)には,①相手方山村の写真,② 日本共産党の活動に関する記事や③

「消費税 8%増税中止を !」 と題する記事が掲載されているが,①は情

報発信者である相手方山村の人となりを伝える情報として,②は相手方

山村が平成 25年度の決意を表明する記事の中で,同人が所属する同党

の同年度における活動方針に言及したもので,情報発信者である相手方

山村の政治信条や背景を県民に伝えるものとして,③は県民の暮らしに

直結する消費税に関する記事で,県政と無関係ではなく,県政に関連す

ることについての相手方山村の意見や政策を広報し,県政に対する県民

の意思の収集・把握に繋がるものとして,効果的な広聴広報活動に不可

欠な情報である。

lal 相手方荻田について

相手方荻田の広報紙である「躍進」 (乙 10の 102)に は相手方荻

田の写真,略歴及び「奈良県議会議員荻田義雄の活動ぶり」と題する写

真・記事が掲載されているが,こ れらは,情報発信者である相手方荻田

9



の住民福祉増進に関する取組や人となりを伝えるものとして,効果的な

広聴広報活動に不可欠な情報である。

lbl 相手方宮本について

相手方宮本の広報紙である「宮本次郎の県議会報告」 (甲 189)に

は①相手方宮本の写真,「宮本次郎のフォ トレポー ト」と題する写真・

記事,② 日本共産党の活動に関する記事及び③編集後記が掲載されてい

るが,①は相手方宮本の住民福祉増進に関する取組や人となりを伝える

ものとして,②は,国政の課題についての相手方宮本の意見表明であり,

それは当該議員の県政に対する考え方だけでなく,政治信条や背景を知

るためのもので,県民による積極的な意見や情報の提供に繋がるものと

して,③は都道府県レベルの教育行政に関し,相手方宮本の県政に関す

る意見表明であり,県政に対する県民の意思の収集・把握に繋がるもの

として,効果的な広聴広報活動に不可欠な情報である。

l■l 相手方今井について

相手方今井の広報紙である「今井光子の県議会だより」 (甲 188)

には,①相手方今井の写真及び 「今井光子のフォトレポー ト」と題する

写真 0記事が掲載されているが,これらは,相手方今井の県政課題に対

する取組や人となりを伝えるものとして,県政に対する県民の意思を的

確に収集・把握することに繋がるものであり,効果的な広聴広報活動に

不可欠な情報である。

(ク)相手方太田について

相手方太田の広報紙である「太田敦の県議会報告」 (甲 187)に は,

相手方太田の写真,「皆さんが培つた知識,経験がこの社会に必要で

す」と題する記事及び「土用餅」と題する記事が掲載されているが,こ

れらは,相手方太田の県政課題に対する取組や人となりを伝えるものと

して,効果的な広聴広報活動に不可欠な情報である。
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例 共産党共同企画について

相手方山村,同宮本,同小林,同今井及び同太田が共同で発行する

「日本共産党奈良県議会だより」 (甲 209ないし212)に は,①上

記相手方 らの写真及び② 日本共産党の活動に関する記事が掲載 されてい

るが,①は上記相手方 らの人 とな りを伝えるものとして,②は,県政 と

は無関係ではない,国政についての上記相手方 らの意見表明であ り,当

該議員の政治信条や背景を知るために有用なものとして,効果的な広聴

広報活動に不可欠な情報である。

(3)事務所費について

ア 前記(1)の控訴人の主張のとお り,本件条例及び本件規程の趣 旨に照 らす

と,議員が,本件条例及び本件規程に則 り適法に収支報告書等を提出して

いる以上,当該議員による政務活動費の支出は適法 と判断され るべきであ

り,それが違法であると主張する側において,その根拠 となる具体的事実

を主張 0立証 した場合に限 り,当該支出を違法 と判断するべきである。

仮に,政務活動費の支出が違法であると主張する側において,当該支出

が違法であることを窺わせる一般的外形的事実が主張・立証 された場合に

は,当該支出の適法を主張する側に主張・立証責任が転換 されるとい う考

え方を採用する場合であっても,その反証の程度は,当該支出に係 る政務

活動の実態を主張 `立証するまでの必要はなく,「上記一般的外形的事実

の存在だけでは,当該支出を違法と判断することはできない」 といえる程

度の別の事実を主張・立証すれば足 りると解するべきである。

イ 平成 25年度の政務活動費を支出した事務所において政務活動費以外の

活動が行われていた事実はない。

171 相手方藤野について

相手方藤野が,平成 25年度政務活動費収支報告書に添付 した事務所

費の領収証 (甲 113)に 記載 された住所は相手方藤野の政務活動事務



所の住所ではない。そして,同住所を撮影した写真の建物に,相手方藤

野及び他の議員の顔入リポスターが掲示されている写真 (甲 197)が

存在するが,その写真の撮影日は平成 27年 3月 であり,平成 25年度

中の状態を撮影したものではない。

仮に,相手方藤野の政務活動事務所に,平成 25年度中,相手方藤野

及び他の議員の顔写真入リポスターや所属政党のポスターが掲示されて

いたとしても,そのことをもつて,当該建物において政党活動や後援会

活動が行われているという経験則は存在しない。

あるいは,その事務所建物の外壁に,「未来のある元気なら県政ヘ

子どもたちの笑顔のために」とのスローガンや民主党演説会のポスター

が貼られていたとしても,政務活動とは,様々な政治的,行政的課題を

調査研究し,これら課題に対する県民の意思を県政に反映させる活動の

ことであるから,議員が県政について県民から意見や情報の提供を受け

るために,政治的,行政的課題についてのスローガンを政務活動事務所

に掲げ, 自身の政治信条を対外的に明らかにすることは政務活動の一環

でありそのことで,同事務所が政治活動の拠点であると推認されるもの

ではない。

そして,他に,相手方藤野がした平成 25年度政務活動費の事務所費

への支出を違法とする理由は存在 しない。

m 相手方森山について

相手方森山が開設しているホームページに記載されていた「森山よし

ふみ事務所」は同人の政務活動事務所であり,「森山よしふみ後援会事

務所」は同人の後援会事務所であるが,相手方森山は,平成 19年 11

月 14日 以前は,上記各事務所をいずれも奈良県橿原市新賀町 136-

2に置いていたが,同月 15日 以降は,「森山よしふみ後援会事務所」

を同人の自宅住所に移し,平成 25年度当時,相手方森山の政務活動事

９
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務所 と後援会事務所は明確に区別 され,政務活動事務所である「森山よ

しふみ事務所」において,後援会活動は一切行われていなかった。ホー

ムページ上,「森山よしふみ後援会事務所」の電話番号 として 「森山よ

しふみ事務所」の電話番号が記載 されていたことはあるが, これは前記

の通 り,後援会事務所の住所を変更 した際に,ホ ームページに記載 され

た電話番号及びファクシミリ番号を変更するようホームページの管理業

者に指示するのを失念 したためである。そ して,相手方森山は,「森山

よしふみ事務所」の電話及びファクシミリを後援会活動の為に利用 した

ことはないか ら,電話番号及びファクシミリ番号の同一性は,相手方森

山の政務活動事務所において後援会活動が行われていたことの根拠 とは

ならない。そ して,他に,相手方森山が した平成 25年度政務活動費の

事務所費への支出を違法 とする理由は存在 しない。

「森山よしふみ サポーターズネ ッ ト」や民主党のホームページはい

ずれ も相手方森山が開設 したものではなく,それ らに相手方森山の事務

所を紹介する記載があったとしても,それが政務活動事務所か,後援会

事務所かを意識 したものではないから,それ らの記載をもつて相手方森

川の事務所が政治活動の拠点であることの根拠た り得ない。

(ヴ 相手方中野について

相手方中野の政務活動事務所 と政治団体 「なら21政経研究会」の主

たる事務所の所在地は同一で,いずれ も住所の表示は池之内町 461-

3と なつているが,同土地の地番は同町 461番 であり,同町 461番

3と い う地番の土地は存在 しない。池之内町 461の 土地には, 2棟の

2階建て建物が存在 し,そ の うち 1棟の建物の 2階に相手方中野の政務

活動事務所が入居 してお り,残 りのもう1棟の建物の 2階に 「なら21

政経研究会」の事務所が入居 してお り,両事務所は明確に区別 されてい

る。そ して,相手方の政務活動,後援会活動, 自由民主党大和郡山市支
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部宛の郵便の受取 りはそれぞれ明確に区別 された別の事務所で行われて

いたので,各事務所を案内の為に看板を設置 していた。その後,政務活

動事務所の周辺にこれ らの看板を置 くことは無用の誤解を招 くと考え ,

自由民主党大和郡山市支部の看板は撤去 し,後援会の看板の後援会の文

字を抹消 した。

また,相手方中野のホームページの 「ご意見・お問合せ」欄は県政に

対する県民か らの意見や情報を収集するために設けられているものであ

り,そ こに記載 されている会員を随時募集 しているとの部分の,会員 と

はメールで政務活動報告を送付する会員のことである。

他に,相手方中野が した平成 25年度政務活動費の事務所費への支出

を違法 とする理由は存在 しない。

l_tl 相手方辻本について

相手方辻本が平成 25年度政務活動収支報告書に添付 した事務所費

の領収証 (甲 99, 100)に 記載 された住所は,相 手方辻本の政務

活動事務所の賃貸人の住所であり,同所を撮影 したとする写真 (甲 20

0)に写つているのも,賃貸人の所在地のものである上,写真は平成 2

7年 3月 のものであって,平成 25年度中の状態を撮影 したものではな

い 。

そ して,他に,相手方辻本が した平成 25年度政務活動費の事務所

費への支出を違法 とする理由は存在 しない。

(が 相手方小泉について

相手方小泉の政務活動事務所の写真 (甲 198)が 提出され,同建物

に他の議員の顔写真入 リポスターや看板が掲示 されているが,同建物が

相手方小泉の事務所であることの根拠は不明である。仮に,同建物が相

手方小泉の政務活動事務所であるとしても,上記写真は平成 27年 3月

に撮影 されたものであり,平成 25年度中のものではない。また,議員
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の顔写真入 リポスターや看板が掲示 されているからと言つて,当 該建物

において政党活動や後援会活動が行われているとい う経験則は存在 しな

い 。

相手方小泉は,平成 23年 9月 に政務活動事務所兼後援会事務所 とし

て借 りていた大和郡山市九条町 238-2所 在の建物から,同町 238

-4の建物に政務活動事務所を移 し,後援会事務所を自宅に移 した。そ

の際,従前使用 していた 「奈良県議会議員小泉米造事務所 後援会泉栄

県政会」 と記載 された看板を政務活動事務所に流用 したが,新 しい政務

活動事務所において後援会活動が行われている実態はない。

相手方小泉は,平成 27年 4月 だけ,政務活動事務所を選挙事務所 と

して併用 したため,平成 27年 4月 に撮影 された写真には 「県議会候補

者 小泉米造 選挙事務所」 と記載 された看板が設置 されていたが,そ

の時期には,事務所費の 50%に 政務活動費を按分支出している。

そ して,他に,相手方小泉が した平成 25年度政務活動費の事務所費

への支出を違法 とする理由は存在 しない。

l■l 補助参加人について

補助参加人は,平成 25年度当時,政務活動事務所である 「森川よし

ゆき事務所」を奈良県北葛城郡河合町池部 3-15-17に ,後援会事

務所を自宅住所に置き,明確に区別 してお り,政務活動事務所において

後援会活動は一切行つていなかった。

補助参加人は,上記事務所に選挙事務所 と記載 した看板を設置 したこ

とはなヽ 。ヽ

補助参加人は平成 27年 4月 まで上記所在の建物の一部を政務活動事

務所 として,河合清掃社から賃借 りしていたが,平成 25年 9月 当時そ

の建物敷地の周囲に設置 されていた 「北葛 4町全力投球,環境 暮 ら

しを守るために 教育 子 どもたちの未来のために 福祉 みんなの幸
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せのために」,「民主党 まじめが一番 あなたと身近な県政のパイプ

役」,「直球勝負 民主党」,「吉川まさしげ後援会連絡所」 といつた

看板は,河合清掃社が掲示 したもので,補助参加人が掲示 したものでは

ない。

そ して,他に,補助参加人が した平成 25年度政務活動費の事務所費

への支出を違法とする理由は存在 しない。

l■l 相手方乾について

平成 25年度中,相手方乾は,乾重量株式会社か ら同社が所有する本

社屋 1階部分の 1室を政務活動事務所 として賃借 りし,ま た,同社敷地

内駐車場の 5台分を政務活動の為の駐車場 として賃借 りしていた。そ し

て,同住所地には,相手方乾の自宅建物が存在 し,相手方乾の後援会事

務所は,こ の自宅建物に置かれている。 したがつて,相手方乾の政務活

動事務所 と後援会事務所は同じ敷地内にあるがそれぞれ別の建物にあり,

明確に区別 されてお り,政務活動のため駐車場は政務活動事務所の建物

に附属 していた。そ して,相手方乾は,政務活動専用に使用 していた事

務所の賃料に政務活動費を支出したのであるから,その支出は適法であ

る。

(被控訴人 らの主張 )

(1)違法性の判断基準について

本件手引は,地方 自治法 100条 14項が 「当該政務活動費を充てること

ができる経費の範囲」を条例で定める旨を定め,平成 24年 9月 5日 付け

「地方 自治法の一部を改正する法律の公布及び施行について」 (総行行第 1

18号 ,総行市第 134号 )が ,条例で定める際には,住民の理解が十分に

得 られるように配慮すべきことを求めたのを受けて,平成 24年 12月 に本

件条例が改正 された際に,同条例を議決 した奈良県議会が法の趣 旨を一層具

体化するために自ら定めたものであ り,こ の経緯に照 らせば,政務活動費 と
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して支出された当該具体的な経費が本件条例 2条 1項及び同条 2項別表第 1,

2で定められた 「政務活動に要する経費」にあたるか否かの判断にあたつて

は,本件手引の示す 「政務活動費の充当が不当な経費」の例示や 「使途基準

の考え方」が重視 されるべきである。

そ して,本件のような不当利得返還請求訴訟においては,返還 を請求する

側が利得について法律上の原因を欠 くことについて立証責任を負 うものと解

されるが,本件手引に照 らし,当該経費が政務活動費に充当することが不適

当と認められる経費に当たると推認 させ る一般的外形的な事実が立証 された

ときは,政務活動費への充当が適当と認められる特段の事情が主張立証 され

ない限 り,当該経費に対する政務活動費の充当は不当利得に当たると判断す

べきである。

このように解 しても,会派や議員が支出に関する具体的な事実関係 を明ら

かにしなければならないのは,当該経費が政務活動費に充当することが不適

当と認められる経費にあたると推認 させる一般的外形的な事実が立証 された

ときに限られ,常にそのような事実関係 を明らかにすることを事実上強いら

れるわけではない。また,本件条例及び本件規程が,不正が行われやすい海

外及び県外での政務活動について,政務活動先, 目的,内容,結果,活動に

要 した経費の詳細等の記載をして提出することを求めているのであるから,

その他の場合においても,支出に一定の疑義が呈された場合に限 り,当該支

出を行つた会派や議員に,当該支出に関する事実関係を明らかにさせること

になっても,本件条例及び本件規程の趣 旨に反 しない。

(2)広聴広報費について (各相手方の広報紙 とは控訴人主張のものと同 じであ

る。 )

ア 議員の政党活動や後援会に関する記事,議員のプロフィール,議員 自身

の拡大写真やその活動状況を撮影 した写真等は,それ 自体政務活動に直接

関連するものではなく,本件手引には,政党活動の経費,後援会活動の経
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費は政務活動の充当が不適当な経費 として例示 されているか ら,上記事項

を掲載 した広報紙については,こ れ らの部分に関する支出は,特段の事情

のない限 り政務活動費の経費 として違法である。

イ171 相手方尾崎について

相手方尾崎の広報紙である 「元気通信第 8号」の うち,相手方尾崎の

全身写真,プロフィールや政治信条を記載 した部分は,議員 自身を宣伝

するものであり,県民の意見を的確に収集 0把握するのに不可欠な要素

とは言い難 く,県政 と直接関係のない事項であり,政務活動費の充当が

不適当な経費 とみるのが妥当である。また,「近年の政治動向と小選挙

区制の是非」 と題する記事は国政に関するものであり,県政に直接関係

するものではない。

イ)相手方和田について

相手方和田の広報紙に掲載 されている県立桜井高校の甲子園出場に関

する記事は,県政 とはほとんど関係がないか ら,こ のようなものを広聴

広報費 として認めるのは本件条例や本件手引の趣 旨に反 し妥当でない。

(ウ 補助参加人について

補助参加人の広報紙に掲載 された補助参加人の写真及び永年勤続表彰

されたとの記事は,補助参加人の宣伝に関する記事であ り,県民の意見

を的確に収集・把握するのに不可欠な要素 とは言い難 く,県政に関する

情報 とは直接関係がない。補助参加人が一般質問する写真 も,それがな

くても十分に質問内容を理解することが可能であるから県政に関する政

策等の情報 としての価値を有するものとはいえない。

l‐l 相手方山村について

相手方山村の広報紙に掲載 された相手方山村の写真は,同相手方の宣

伝である。そ して, 日本共産党に関する記事や 「消費税 8%増税中止

を !」 と題する記事はいずれ も日本共産党の活動や政策に関する情報で
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あり,又は国政に関する情報でもあるから,これ らに関する限 り, 日本

共産党の広報紙, ビラ等 と変わ りがない。本件手引では,政党の広報紙 ,

パンフレッ ト, ビラ等作成及び発送経費は 「政党の経費」 として政務活

動費の充当が不適当な経費 とされていることを考慮すると, これ らの記

事についても実質上 「政党の経費」 として政務活動費の充当は適正でな

い。また,県政に関する政策等について広聴広報費を認める本件条例 ,

本件手引に照 らせば,明 らかに国政上の問題についての記事に広聴広報

費の支出を認めるのは妥当でない。

lal 相手方荻田について

相手方荻田の広報紙に掲載 されている同人の写真,略歴,「奈良県議

会議員荻田義雄の活躍ぶ り」 と題する写真・記事は相手方荻田の宣伝の

意味合いが強い。 自主防災訓練への参カロなどの地域活動は,議員 として

の調査研究,研修 といった活動ではなく,地域住民ならだれでも参加可

能な一般住民としての活動にすぎず,そ の写真 も議員 としての宣伝の色

合いが濃厚であるから,こ れ らの経費を広聴広報費 として認めることは

妥当でない。

l■l 相手方宮本について

相手方宮本の広報紙に掲載 された同人の写真,「宮本次郎のフォ トレ

ポー ト」 と題する写真・記事は,議員 自身の宣伝の色合いが濃厚である。

日本共産党に関する記事は 日本共産党の活動を掲載 した広報や ビラと区

別がつかない。編集後記は,その内容は県政に関する政策等とは直接関

係のないものである。

田 相手方今井について

相手方今井の広報紙に掲載 されている同人の写真,「今井光子のフォ

レポー ト」 と題する写真・記事は議員 自身の宣伝の色合いが濃厚であ卜

　

る
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そ して,後者は,全体 として議員が諸活動に参加 したとい う議員の宣

伝が主たる内容であり,県政に関する政策等に直接関係のないものであ

る。

(ク)相手方太田について

相手方太田の広報紙に掲載 されている 「太田敦の県政報告」の相手方

太田の写真は議員の宣伝 としての意味合いが強い。 「皆 さんが培った知

識,経験がこの社会に必要です。」 と題する記事は相手方太 田が,挨拶

した内容を紹介 したものにすぎず,「土用餅」と題する記事は相手方太

田が行事に参加 したとの記事であ り,いずれ も県政に関する政策等 とは

関連性がなく,相手方太田の宣伝の意味 しかない。

② 共産党共同企画について

共産党共同企画の広報紙の 日本共産党の活動に関する記事は, 日本共

産党の国政に関する政策内容を紹介するものであり, 日本共産党の活動

を掲載 した広報や ビラとの実質的な差異はほとんど認めることはできず ,

本件手引に 「政党の広報紙,パ ンフレット, ビラ等作成及び発送費」を

「政党の経費」 として,政務活動費の充当が不適当な経費 とされている

ことか らすれば,上記記事に係る経費の支出は妥当でない。

(3)事務所費について

ア 設備の調達費・維持費,事務所の維持管理費の点か ら,当該議員が所属

する政党の活動の事務所,後援会事務所 と県政の調査研究のための事務所

は同一である方が合理的である。また,政党活動,後援会活動 と県政の調

査研究は関連 して行われることも多 く,一つの場所で行 うのが合理的であ

り,場所を分けるとい うことは不便で不合理であるから,通常は後援会活

動や政党活動の場所 と調査研究の場所は同じである。 これを別々の場所で

行つているとい う主張があつても,そのような実態があることが証明され

ない限 り,別々の場所で後援会活動や政党活動 と調査研究 とが行われてい
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るとは認めるべきでない。特に,政務活動の事務所 と後援会の事務所のい

ずれかが自宅である場合,自 宅は一般に家族 も含む 日常生活の場であり,

家族 らのプライバシーの保護 も要請 されるか ら,不特定多数の人が出入 り

することは予定されてお らず,事務所 としての外形上の形態がなく,事務

所 としての機能 も整っていないことが多いか ら, 自宅がそのよ うな事務所

としての実態があることが証明されない限 り,政務活動の事務所 と後援会

の事務所が別々で一方は自宅であるとい う主張は認められるべきではない。

イ 以下のとお り,各相手方の政務活動事務所は他の活動にも使用 されてい

るから,それに係 る費用全額に政務活動費を支出するのは使途基準に適合

しない。

171 相手方藤野について

相手方藤野の政務活動事務所は,奈良県郡山市筒井町 673-3に 所

在するところ,同所には,他の議員の名前が記載 された民主党演説会の

ポスターが 5枚貼 られてお り,「未来のある元気なら県政へ 子 どもた

ちの笑顔のために」 とい うスローガンが記載 され,扉 と看板に 「奈良県

議会議員ふ じの良次事務所」 と記載 されていること,相手方藤野のホー

ムページには,上記事務所が調査研究のためだけの事務所である旨の記

載もないから,上記事務所は相手方藤野の政務活動だけでなく,政党活

動及び選挙活動の事務所 としての外形を有 し,それを否定する事情は何

ら認められない。

1/F)相手方森山について

相手方森山には公式ホームページである 「森山よしふみオフィシャル

サイ ト」のほか 「森山よしふみ サポーターズネ ッ ト」 とい うホームペ

ージがあり,それには リンク先として 「森山よしふみオフィシャルサイ

ト」が掲載 されている。そ して,「森 山よしふみ サポーターズネ ッ

ト」には平成 23年 4月 の奈良県議会議員選挙におけるサポーターズの

，
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選挙活動の様子を写 した写真等が掲載 され,その他の写真の内容からす

れば,「森山よしふみ サポーターズ」 とは相手方森山の後援会にほか

ならない。そ して,「森山よしふみ サポーターズネ ッ ト」のホームペ

ージには 「森山よしふみ office」 欄があ り,住所,電話番号の

記載があるところ,こ の住所,電話番号 と民進党のホームページで紹介

された相手方森山の事務所の住所,電話番号は同じである。

そ して,上記事務所の住所である奈良県橿原市新賀町 136-2の 写

真には,平成 24年 4月 ,平成 25年 10月 ,平成 27年 4月 ,同年 9

月にも,同所の敷地入 口に 「奈良県議会議員 森山よしふみ 後援会」

の立て看板がある。

以上から,同所所在の事務所は外観上は,相手方森山の後援会事務所

である。

(ヴ 相手方中野について

相手方中野のホームページには 「中野まさふみ事務所」の所在地 とし

て 「奈良県大和郡山市池之内町 461-3」 と記載 され,同所に係 る平

成 27年 3月 の写真では,建物の建っている敷地入 口右手に 「奈良県議

会議員中野まさふみ事務所」の看板,左手に 「一緒に創ろう !日 本の未

来 高市早苗」の看板,建物 2階に 「中野まさふみ 事務所」 とい う看

板があ り,その左に 「自由民主党 大和郡山市支部連絡所」とい う看板 ,

「中野まさふみ事務所」力`あると思われ る 2階へ通 じる階段の入 口に

「奈良県議会議員 中野まさふみ 後援会」の看板がある。そ して,前

記ホームページの 「ご意見 。お問合せ」欄には,「 中野まさふみ事務所

では会員を随時募集 しています。」 との記載があ り,そ の下に連絡先 と

して前記住所及び電話番号が記載 されている。上記会員募集とは後援会

員の募集であると解 される。以上のような実態を踏まえると,相手方中

野の政務活動事務所 と後援会事務所,政党事務所は外形上一体 として使

９
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用 されているとみるのが自然である。

また,控訴人の提出 した写真 (乙 26)で は,上記 「自由民主党 大

和郡山市支部連絡所」 とい う看板が取 り除かれ,「奈良県議会議員 中

野まさふみ 後援会」 とい う看板の 「後援会」が消され,控訴人が控訴

審において初めて,相手方中野が関西興産の事務所に後援会事務所を置

いている旨を主張 していることは不 自然であ り,上記事務所が外観 と異

なる実態を有 していることを示す客観的な証拠はない。

lIEl 相手方辻本について

相手方辻本が平成 25年 政務活動費収支報告書 に添付 した領収書

(甲 99, 100)に は 「奈良県葛城市北花内 353-3」 の記載が

あり,政務活動の事務所が同所にあるものと考えるのが自然であるが ,

インターネ ッ トの地図では,同所は,「辻本黎士後援会 (事 )」 と記

載 されてお り,前記場所の建物には 「辻本黎士後援会」 とい う看板が

立てかけられている。以上の事情に照 らせば,同所には相手方辻本の

政務事務所兼後援会事務所 としての外形があるとい うべきである。

相手方辻本は,建物の 1階 と2階を後援会事務所 と政務活動事務所

に分けて使用 しているとするが,同人の示す賃貸借契約書には賃借人の

専有部分は記載 されてお らず,前記契約書の賃料は 1, 2階を合わせた

ものと解 される。

閉 相手方小泉について

相手方小泉の事務所は 「大和郡山市九条町 238-4」 に所在する。

同所はインターネ ッ トの地図では,相手方小泉の政治団体の名称である

「泉栄県政会」 として記載 されている。そ して,同所の写真 (甲 19

8)には,高市早苗衆議院議員,堀井いわお参議院議員の看板, 自民党

の看板などが掲げられてお り,政治活動の拠点 となっていることが明ら

かである。 したがって;上記事務所に後援会事務所等の外観が認められ ,
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これ とは異なる実態を有するとの立証はない。

lbl 補助参加人について

補助参カロ人が平成 25年度当時の政務活動事務所であるとする「奈良

県北葛城郡河合町池辺 3-15-17」 は,後援会だよりに記載があり,

同所が補助参加人の後援会事務所である。そ して,同所には,「北葛

4町全力投球,環境 暮 らしを守るために 教育 子 どもたちの未来の

ために 福祉 みんなの幸せのために」 とい う大きな看板が掲げられて

お り,「民主党 まじめが一番 あなたと身近な県政のパイプ役」 とい

う看板,「奈良県議会議員 森川 よしゆき 選挙事務所」 とい う看板が

設置 されている。また,民主党広報板が設置 され,そ こには 「直球勝負

民主党」 と書かれ,当 時の民主党代表の写真ポスターが貼 られている。

これ らの看板から少なくとも前記事務所は平成 27年 4月 以前から政務

活動だけでなく政党活動や選挙活動の拠点 としての外観を有 していたと

いえる。

l■l 相手方乾について

相手方の後援会事務所が自宅であるとするのは後付けで装つたもので

あり,政務活動事務所 と後援会事務所は同一である。そ して,相手方乾

が,平成 25年に自民党広陵町支部長, 自民党奈良支部連合会政務調査

会副会長に就任 してお り,前記政務活動事務所は自民党の広陵町支部 と

しての機能を果た してお り,自 民党関係の政治活動の拠点である。

補助参加人の主張

(1)広聴広報費について

補助参加人の 「県議会だより」 (甲 207, 208)の 補助参加人の写真 ,

永年勤続表彰 されたことに関する記事,活動状況を写 した写真は,その情報

発信者の発信内容の信頼性を担保するものであり,その余の記載内容 と一体

となって,県政に対する県民の意思を的確に収集,把握することにつながる
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情報であることは明らかである。上記のような記事を掲載できないとすると,

県民への誘因効果は著 しく減殺 されかえって政務活動についての広報効果を

失 う。

(2)事務所費について

補助参加人は,平成 25年度以前から平成 27年 4月 の落選までは,後援

会である 「森川よしゆき励ます会」の事務所を自宅である 「河合町穴闇 13

5-1」 に置き,政務活動事務所である 「森川 よしゆき事務所」 を 「河合町

池部 3-15-17に 置き,両事務所を明確に分けていた。

その後,平成 27年 4月 12日 の開票により落選 し,県議会議員の地位を

失 うことになったことから,「森川よしゆき事務所」を開鎖 し,そ の事務所

のあった 「河合町池部 3-15-17」 に従前の 「河合町穴闇 135-1」

にあった 「森川 よしゆき励ます会」の事務所を移 した。

したがつて,平成 25年度において,後援会である 「森川 よしゆき励ます

会」と政務活動事務所である 「森川よしゆき事務所」とは別個独立に置かれ

ていたのである。

控訴人の事務所の賃貸人は株式会社河合清掃社であ り同社の代表者は補助

参加人の妻であるが,補助参加人は,上記会社の業務等には一切関与 してい

ない。

第 3 当裁判所の判断

1 当裁判所は,被控訴人 らの請求は,別紙控訴審認容金額一覧表の相手方欄の

各相手方に対 し,同表記載の金額を請求するよう求める限度で理由があるから

その限度で認容 し,その余の請求を棄却すべきであると判断する。その理由は ,

次のとお り補正 し,後記 2において当審における当事者の補充主張及び補助参

加人の主張について判断を付加するほか,原判決の第 3の 1な い し4(原判決

14頁 12行 日から27頁 3行 日まで)に記載の とお りであるか らこれを引用

する。
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(1)原判決 14頁 24行 日の 「情報収集活動であ り」の後に 「,本件条例 2条

2項別表第 1の 「会派が行 う県の事務に関する調査研究 (視察を含む。)」

に当たるとともに,」 を加 え, 26行 日の 「本件手引の使途基準」を 「本件

条例の使途基準及び本件手引の使途基準の考え方」 と改める。

(2)原判決 15頁 9行 日の 「本件手引」の後に「の使途基準の考え方」を加え ,

11行 日の 「いるところ」の前に 「本件条例の使途基準に適合 し,政務活動

費を充てることができる経費の範囲の判断基準を具体的に示 して」を加 え,

同行 日の 「弁論の全趣 旨」の前に 「証拠 (甲 7, 11)及 び」を加える。

(3)原判決 16頁 1行 日の 「充当するものとしているところ」を「充当するも

のとし,本件条例の使途基準に適合 し,政務活動費を充てることができる経

費の範囲の判断基準」を具体的に示 しているところ」 と改め, 6行 日の 「そ

の活動は」の後に 「本件条例の使途基準に定める」を加える。

(4)原判決 16頁 26行 日の 「定めているところ,」 の後に 「本件条例の定め

る政務活動 とは,「会派及び議員が実施する調査研究,研修,広聴広報,要

請陳情,住民相談,各種会議への参加等県政の課題及び県民の意思を把握 し,

県政に反映 させる活動その他の住民福祉の増進 を図るために必要な活動」

(本件条例 2条 1項)であることから,」 をカロえる。

(5)原判決 17頁 4行 日の 「もつとも」か ら改行 して, 20頁 20行 日までを

次のとお り改める。

「もつとも,本件手引の使途基準の考え方は,議員に係 る広報紙の印刷費

や送料・配布料について 「政党活動,後援会活動等他の活動の掲載がある

場合は,掲載記事の割合等により按分する。」 と規定 し (乙 108頁 ),

一つの支出に係 る広報紙に政務活動についての記事等の掲載があっても,

政務活動以外の活動についての記事等があればその部分について政務活動

費を充てることを認めていない。 これは地方 自治法及び本件条例の定める

政務活動費制度の趣 旨からすれば,議員 としての議会活動を離れた活動に
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関する記事や当該行為の客観的な目的や性質に照 らして議員の議会活動の

基礎 となる調査研究等の活動 との間に合理的な関連性が認められない記事

の掲載についての政務活動費の充当を排除 しようとするものであると解 さ

れる。そ して,証拠 (乙 102頁 )によれば,本件手引には,政党活動 ,

選挙活動及び後援会活動に関 し,政務活動費の充当が不適当な経費が例示

されていることが認められるところ,例示 された政党や選挙活動に係 るビ

ラ,政党や後援会の広報紙やパンフレッ トといった政党活動,選挙活動 ,

後援会活動そのものを具現化するようなものは,議員 としての議会活動を

離れた活動に関 し,かつ,客観的な目的や性質に照 らして議員の議会活動

の基礎 となる調査研究等の活動 との間に合理的な関連性が認められないも

のといえるのであつて,広報紙にこれ らと同様の内容の掲載がある場合に

は,原則 として,前記規定による按分がされるべきである。

他方,前記例示の記事に該当しないが,会派,議員が行 う県政の政策等

に関わる情報 とはいえない記事や写真については,その内容や大きさ,配

置からみて県政の政策等に関わる記事 との間に合理的な関連性を有するこ

とが明らかな場合か,あ るいは県政の政策等に関わる情報 との合理的な関

連性があると説明されている場合であれば,県政の政策等に関わる情報の

一部を構成するものといえ,按分を要 しないと解 される。議員のプロフィ

ールも,県政の施策等に関する情報の発信者を説明するものとして相当な

範囲に収ま り,当 該情報 と合理的な関連性があると認識できる限度におい

ては,同様に解することができる。

ウ これを本件についてみるに ,

171 相手方尾崎について

相手方尾崎の広報紙である 「元気通信第 8号」 (2014年 春号。甲

183)に は, 1頁 日に同相手方の 2期 目の県議会活動を報告 した部分

と2頁 目の末尾に議員活動を報告 した部分 (いずれ もその記事の内容に
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係る写真を含む。)が あり,こ れらはその内容を通じて県政の施策等に

関わる情報ということができるが,その他の①同相手方の全身の写真 ,

プロフィール,②政治信条及び③ 「近年の政治の動向と小選挙区制の是

非」との記事は,県政に関する施策等に直接関わる情報ではなく,前記

の県政に関する施策等に関わる記事との間に合理的な関連性があると認

識できるものでもなく,単に同相手方を宣伝するものにすぎないという

ことができる。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則り,前記①ないし③の

記事が前記広報紙の約半分を占めることが認められること (甲 183)

などを考慮し,前記広報紙の印刷代等 11万 6550円 (甲 58,乙 3

7)の うち2分の 1である5万 8275円 について政務活動費を充当す

ることができるが,その余の部分に政務活動費を充当したことは本件条

例の使途基準に適合せず,違法であるということができる。

0 相手方和田について

相手方和田の広報紙である「和田恵治通信改題 7号」 (2013年 8

月。甲186)に は,①相手方和田の写真,プロフィール,②奈良県立

桜井高等学校が甲子園に出場したことに関する記事や③ 「参院選結果と

先送りされた課題」と題する記事が掲載されていることが認められる。

そのほかの 1頁の最下部及び 2頁には県議会の質疑の内容, 3頁 には県

会議員としての活動状況の記事が掲載され,こ れらは県政の施策等に関

わる情報であるということができるところ,前記①の写真やプロフィー

ルもその配置や大きさからして,紙面の多くを占める県政の施策等に関

わる情報の発信者を特定 0紹介するものとして合理的な関連性があるも

のと認識することができる。

他方,前記②及び③は,県政に関する施策等に関わる情報とはいえず,

その内容からみて県政の政策等に関わる記事との間に合理的な関連性を
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有することが明らかであるともいえず,県政の政策等に関わる情報 との

合理的な関連性があると説明されているものでもない。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則 り,前記②及び③の記

事が前記広報紙の約 100分 の 7を 占めることが認められること (甲 1

86)な どを考慮 し,前記広報紙の印刷代等 27万 1790円 (甲 50,

乙41)の うち 100分 の 93について政務活動費を充当することがで

きるが,その余の 100分 の 7に相当する 1万 9025円 に政務活動費

を充当したことは本件条例の使途基準に適合せず,違法であるとい うこ

とができる。

り 補助参加人について

補助参加人の広報紙である 「県議会だより」 (2013年 11月 1日

発行, 2014年 1月 6日 発行。甲207, 208)に は,①補助参加

人の写真,永年勤続表彰されたことの記事及び②活動状況の写真が掲載

されているが,その他のほとんどの部分は,県議会における補助参加人

の一般質問に係る質疑の内容を記載したものであり,前記②の写真はそ

の質問の際の状況を示したものとして,記事と一体となって,県政に関

する施策等を県民に知らせるものといえる。また,前記①のうち,挨拶

文に添えられた写真は,前記県政の施策等に関わる情報の発信者である

補助参加人を特定するもので,上記情報と合理的な関連性があるものと

いうことができる。

他方,①のうち補助参加人が永年勤続表彰されたことの記事及び②の

うち空手道選手権大会の開催に関する記事 (写真を含む。)は,県政に

関する施策等に関わる情報とはいえず,その内容からみて県政の政策等

に関わる記事との間に合理的な関連性を有することが明らかであるとも

いえず,県政の政策等に関わる情報との合理的な関連性があると説明さ

れているものでもない。
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したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則 り,前記補助参加人が

永年勤続表彰 されたことの記事及び空手道選手権大会の開催に関する記

事 (写真を含む。)が前記 2014年 1月 6日 発行の広報紙 (甲 20

7)の うち,約 8分の 1を 占めることが認められることなどを考慮 し,

前記広報紙の印刷代等 17万 1780円 (甲 39,乙 44)の うち 8分

の 7について政務活動費を充当することができるが,その余の 8分の 1

に相当する 2万 1472円 に政務活動費を充当したことは本件条例の使

途基準に適合せず,違法であるとい うことができる。

lIEl 相手方山村について

相手方山村の広報紙である「山村 さちほの県議会だより」 (2014

年 2月 号。 甲 190。 なお同号証 1枚 目の上部の集合写真は,ホームペ

ージの広告欄に掲載 されているものであり,当該広報紙 とは関係ないも

のと認められる。)には,①相手方山村の写真,② 日本共産党の活動に

関する記事や③ 「消費税 8%増税中止を !」 と題する記事が掲載されて

いるが,前記①ないし③以外の部分は,県議会議員としての知事の方針

に対する意見や議員としての活動状況を報告することによって県政に関

する施策等を県民に知らせているものであることが認められ,前記①は,

上記情報の発信者である同相手方を特定・紹介するものとして合理的な

関連性のあるものということができる。

他方,前記②の「頑張つています」との記載から始まる記事は,所属

する日本共産党の方針等を示した記事,前記③の記事は,同相手方の国

政に関する意見を示した記事であり,それらは県政に関する施策等に関

わる情報とはいえず,その内容からみて県政の政策等に関わる記事との

間に合理的な関連性を有することが明らかであるともいえず,県政の政

策等に関わる情報との合理的な関連性があると説明されているものでも

ない。
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したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則 り,前記②及び③の記

事が前記広報紙の約 20分の 3を 占めることが認められること (甲 19

0)な どを考慮 し,前記広報紙の印刷代等合計 31万 2584円 (甲 7

6, 77,乙 45)の うち 20分の 17について政務活動費を充当する

ことができるが,その余の 20分の 3に相当する4万 6887円 に政務

活動費を充当したことは本件条例の使途基準に適合せず,違法であると

い うことができる。

lal 相手方宮本について

相手方宮本の広報紙である 「宮本次郎の県議会報告」 (2013年 1

1月 。 甲 189。 なお,同号証の 1枚 目上部の集合写真は,ホームペー

ジの広告欄に掲載 されているものであ り,当該広報紙 とは関係がないも

のと認められる。)に は①相手方宮本の写真,「宮本次郎のフォ トレポ

ー ト」と題する写真・記事,② 日本共産党の活動に関する記事及び③編

集後記が掲載され,その他は同相手方の県議会での一般質問の質疑や予

算議会での質疑の状況を説明する記事が掲載されており,前記①の写真

のうち一部はその質問状況を示すものとして,記事と一体となって県政

に関する施策等を県民に知らせるものであり,前記①のその余の写真は

同相手方を特定するものとして前記記事と合理的な関連性があるという

ことができる。

他方,前記②の広報紙の 1頁の最下部の「「自共対決」―お寄せ頂い

た期待にこたえて」との囲み記事及び「宮本次郎のフォ トレポー ト」と

題する記事のうち,反 TPP県民集会に参加したことに関する写真・記

事は,同相手方の国政に関する意見を記載したものであり,県政に関す

る施策等に関わる情報とはいえず,その内容からみて県政の政策等に関

わる記事との間に合理的な関連性を有することが明らかであるともいえ

ず,県政の政策等に関わる情報との合理的な関連性があると説明されて

つ
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いるものでもない。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則り,上記の記事が前記

広報紙の約 100分の 7を 占めることが認められること (甲 189)な

どを考慮し,前記広報紙の印刷代等 19万 1900円 (甲 73,乙 4

8)の うち100分の93について政務活動費を充当することができる

が,その余の 100分の 7に相当する1万 3433円 に政務活動費を充

当したことは本件条例の使途基準に適合せず,違法であるということが

できる。

lbl 相手方今井について

相手方今井の広報紙である「今井光子の県議会だより」 (2013年

11月 。甲188)に は,①相手方今井の写真及び② 「今井光子のフォ

トレポー ト」と題する写真 0記事が掲載されているが,前記①及び②以

外の部分は,概ね同相手方の県議会での一般質問の質疑状況に係る記事

であり,前記①の写真はその質問状況を示すもの及び同相手方を特定・

紹介するものであり,県政の施策等に関する記事と一体になったものか,

上記記事の発信者である同相手方を特定・紹介するものとして合理的な

関連性を有するものといえる。

他方,前記②は同相手方の県議会議員としての活動状況を示すもので

あるが,そのうち,「戦争できる国づくり◆秘密保護法許さない !」 と

題する記事及び写真は,同相手方の国政に関する意見を記載したもので

あり,県政に関する施策等に関わる情報とはいえず,その内容や大きさ,

配置からみて県政の政策等に関わる記事との間に合理的な関連性を有す

ることが明らかであるともいえず,県政の政策等に関わる情報との合理

的な関連性があると説明されているものでもない。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則り,前記②のうち「戦

争できる国づくり。秘密保護法許さない !」 と題する記事及び写真が,
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前記広報紙の約 20分の 1を 占めることが認められること (甲 188)

な どを考慮 し,前記広報紙の印刷代 16万 5500円 (甲 81,乙 5

0)の うち 20分の 19について政務活動費を充当することができるが ,

その余の 20分の 1に相当する8275円 に政務活動費を充当したこと

は本件条例の使途基準に適合せず,違法であるということができる。

l■l 相手方太田について

相手方太田の広報紙である 「太田敦の県議会報告」 (2013年 8月 。

甲 187)に は,①相手方太田の写真,② 「皆 さんが培つた知識,経験

がこの社会に必要です。」と題する記事及び③ 「土用餅」と題する記事

が掲載されており,その他は同相手方の県議会での質問状況の報告や県

政に関する取組に係る記事が掲載されている。そして,前記①のうち,

一部は県議会での質問状況を示すもので,記事と一体となって県政に関

する施策等を県民に知らせるものであり,その余は上記情報発信者であ

る同相手方を特定 0紹介するものとして合理的な関連性を有するものと

いえる。また,前記②の記事も,地域の高齢者に働きかける活動を示す

ものとして,県政の政策等に関わる情報を県民に知らせるものというこ

とができる。

他方,前記③の記事は,県政に関する施策等に関わる情報とはいえず ,

その内容や大きさ,配置からみて県政の政策等に関わる記事との間に合

理的な関連性を有することが明らかであるともいえず,県政の政策等に

関わる情報との合理的な関連性があると説明されているものでもない。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に貝Jり ,前記③の記事が,

前記広報紙の約 20分の 1を 占めることが認められること (甲 187)

などを考慮し,前記広報紙の印刷代等 24万 3428円 (甲 86, 87,

乙51)の うち20分の 19について政務活動費を充当することができ

るが,その余の20分の 1に相当する1万 2171円 に政務活動費を充
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当したことは本件条例の使途基準に適合せず,違法であるということが

できる。

(ク)共産党共同企画について

相手方山村,同宮本,同小林,同今井及び同太田が共同で発行する

「日本共産党奈良県議会だより」 (2013年 4月 , 8月 , 10月 , 2

014年 1月 。甲209ないし212)に は,①上記相手方らの写真及

び②日本共産党の活動に関する記事が掲載されているが,その他は,上

記相手方らの県議会における質問状況を示すものであり,前記①は概ね ,

上記相手方らの県議会での個々の質問状況に係る写真であつて,記事と

一体となって県政に関する施策等を県民に知らせるものということがで

きる。また前記②のうち,相手方ら全員を撮影した写真は,その余の県

議会での質問状況に関する記事に関し,会派としての日本共産党県議団

を特定 0紹介するものとして合理的な関連性を有するものということが

できる。

他方,前記②のうち, 2013年 8月 (甲 210)の 紙面に掲載され

ている「躍進の日本共産党」で始まる記事や 2014年 1月 (甲 21

2)に掲載されている「2014年 の新しい年を迎えました。」で始ま

る国政に関する意見を示す記事は,県政に関する施策等に関わる情報と

はいえず,そ の内容からみて県政の政策等に関わる記事との間に合理的

な関連性を有することが明らかであるともいえず,県政の政策等に関わ

る情報との合理的な関連性があると説明されているものでもない。

したがつて,本件手引の使途基準の考え方に則り,上記 「躍進の日本

共産党」で始まる記事が2013年 8月 の紙面 (甲 210)の 約 10分

の 1を ,「 2014年 の新しい年を迎えました。」で始まる国政に関す

る意見を示す記事が2014年 1月 の紙面 (甲 212)の 約 100分の

9を 占めることが認められることなどを考慮し, 2013年 8月 の紙面
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に係 る印刷代等 107万 7745円 (甲 69, 70, 乙45, 48, 4

9, 50, 51)の うち 10分の 9について, 2014年 1月 の紙面に

係る印昂J代等 98万 5868円 (甲 74, 乙45, 48, 49, 50,

51)の うち 100分 の 91について,それぞれ政務活動費を充当する

ことができるが,前者について前記印刷代等の 10分の 1に相当する 1

0万 7774円 ,後者について前記印刷代等の 100分 の 9に相当する

8万 8728円 にそれぞれ政務活動費を充当したことは本件条例の使途

基準に適合せず,違法であるとい うことができる。

そ して,上記広報紙に係 る印刷代等は,前記 5人の相手方が共同で負

担 したものと解 されるから, 1人 当た りの違法な支出は上記合計 19万

6502円 の 5分の 1である 3万 9300円 と認めるのが相当である。

工 念のため付言するに,以上に説示 した判断は,相手方 らが,その広報紙

等において,国政についての意見や県政に直接関係 しない事項についての

記事を掲載することを制限 しようとするものではない。ただ,地方自治法

及び本件条例の規定に基づき,そ のような記事の印刷,配布等に,奈良県

から交付 される政務活動費を充てることは認められないとい うことを説示

するに過ぎない。」

(6)原判決 20頁 22行 日の 「相手方梶川 ,」 の後に 「相手方荻 田,」 を加え

る。

(7)原判決 21頁 4行 日から5行 日にかけての 「もつとも」か ら16行 日の末

尾までを次のとお り改める。

「なお,不 当利得返還請求権は期限の定めのない債権であるところ,控訴

人が,相手方 らに対 し,以下の不当利得額につき支払請求をしたことにつ

き,被控訴人 らか ら具体的な事実の主張・立証はないか ら,遅延損害金の

支払を請求することはできないとい うべきである。また,変更一覧表に記

載のある相手方以外の相手方である相手方尾崎,同和田,補助参加人につ
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いては,被控訴人 らから遅延損害金につき不服申立てがされてお らず,不

利益変更の禁止の点か らも遅延損害金を付することはできない。

171 相手方尾崎  5万 8275円 ,

1/F)相手方和田  1万 9025円

(ツ 補助参加人  2万 1472円

lIEl 相手方山村  8万 6187円 (4万 6887円 +3万 9300円 )

閉 相手方宮本  5万 2733円 (1万 3433円 +3万 9300円 )

レ)相手方小林  3万 9300円

ltl 相手方今井  4万 7575円 (8275円 +3万 9300円 )

(ク)相手方太田  5万 1471円 (1万 2171円 +3万 9300円 )

(8)原判決 21頁 22行 日の「本件手引は,」 を「本件手引の使途基準の考え

方は,」 と改める。

(9)原判決 23頁 9行 日の「しかしながら,」 の前に「ところで,事務所費に

ついて,本件条例の使途基準は,「会派又は議員が行う活動のために必要な

事務所の設置及び管理に要する経費」と定めているが,本件手引の使途基準

の考え方は,まず,事務所としての要件として,①事務所として外形上の形

態を有していること,②事務所としての機能 (事務スペース,応接スペース
,

事務用備品等)を有していること,③連絡機能が整っていること,④賃貸の

場合は,議員が契約者となつていることを上げ,その要件を備えており,実

際にそこが政務活動に使用されていることを前提に,賃借料については,当

該事務所が他の活動と併用で使用されている場合は,政務活動の使用時間又

は使用面積など使用実態に応じて按分し,使用実態による按分が困難な場合

は, 2分の 1を 限度として充当できるものとすることとし,按分等により充

当する場合,賃借料・光熱水費・維持管理費は全て同率によるものとすると

定める。この本件手引の規定は,政務活動費制度の趣旨に則り,政務活動以

外の活動に使用される事務所の賃借料については政務活動費の充当を認めな
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いことを前提 として,当該議員の事務所が一か所であり,そ こが政務活動以

外の活動に使用 されている場合に政務活動費制度の趣 旨から充当できない費

用を除外することとする合理的なものといえる。 したがつて,本件において

も,こ の規定を参考に検討するのが相当である。」を加える。

は0 原判決 23頁 21行 日の 「他方 ,」 か ら25頁 22行 日までを次のとお り

改める。

「以下に記載 した証拠及び弁論の全趣旨によれば,相手方藤野 ,同森山 ,

同中野,同辻本,同小泉,補助参加人及び相手方乾については,平成 2

5年度政務活動費収支報告書において,事務所費を充当した事務所におい

て,政務活動以外の政党活動,選挙活動,あ るいは後援会活動が行われて

いた一般的 0外形的事実があると認められるところ,こ れを覆す反証のな

いことから,上記相手方に係 る事務所費の支出はず本件条例の使途基準に

適合 しない違法なものとい うことができる。

171 相手方藤野について

証拠 (甲 32, 113,乙 38)に よれば,相手方藤野の政務活動事

務所は,奈良県大和郡山市筒井町 673-3に 所在すると認められると

ころ,証拠 (甲 170)に よれば,県議会事務局により,平成 23年 5

月から平成 24年 3月 までの間,同事務所が政務調査専用であることを

確認 した旨が報告 されていることが認められる。

しか し, 証1処 (甲 197, 219, 220の 1ない し3, 221の 1

ない し3)に よれば,相手方藤野の上記事務所には,平成 24年 11月

ころには民主党のスローガンを記載 したものが掲示 され,平成 27年 3

月頃にも,同 じ掲示がされているほか,同相手方以外の国会議員の写真

や他の政治家のポスターのほか,民主党の演説会の案内の掲示がされて

いること,同相手方のホームページには,同相手方の事務所 としては上

記事務所の記載 しかないことが認められることのほか,本件証拠上,同
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相手方が他に事務所を有することも窺われないこと,前記事務局による

確認が客観的な資料に基づ くものであるかどうか明らかでないことから

すれば,上記事務所は,政務活動のほか,少なくとも政党活動にも併用

されている外形があつたとい うことができる。

0 相手方森山について

証拠 (甲 106, 195, 222な い し230(枝 番号を含む。))

によれば,平成 28年 1月 当時,相手方森山は,そのホームページに ,

「森山よしふみ事務所」の所在地が奈良県橿原市新賀町に,「森山よし

ふみ後援会事務所」の所在地が同市十市町である旨及び両事務所の電話

番号は同じである旨を掲載 していたこと,相手方森山の平成 25年度政

務活動費収支報告書に添付 された事務所費に係る領収書には,賃貸人の

住所 として,上記の新賀町の住所が記載 されていたこと,「森山よしふ

みサポーターズネ ッ ト」 と題するインターネ ッ トの記事には,同相手方

のプロフィールや活動の紹介のほか,「森山よしふみ事務所」 として新

賀町の事務所住所 と前記 と同じ電話番号が記載 され,ま た,平成 23年

4月 には,同相手方の県議会議員選挙の選挙運動が同事務所の前で行わ

れている様子が掲載 されていたこと,ま た,平成 27年 4月 にも同事務

所に選挙事務所が置かれていたこと,平成 29年 4月 時点の民進党のホ

ームページでは,同相手方の事務所 として前記新賀町の事務所住所及び

前記 と同じ電話番号が記載 されていることが認められる。加えて,証拠

(乙 14ない し16)に よれば,相手方森山は,平成 19年 11月 15

日に後援会事務所の所在地を前記新賀町の住所から自宅に変更する旨を

奈良県選挙管理委員会に届け出ているが,その際,電話番号の変更はな

い旨が確認 されていたことが認められる。

そ うすると,証拠 (甲 170)に よれば,相手方森山についても,県

議会事務局により,平成 23年 5月 から平成 24年 3月 までの間,政務
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調査事務所が専用であることを確認 した旨が報告 されていることが認め

られ,現在に至っては,同相手方のホームページには後援会事務所の記

載はされていないが,前記事務局による確認が客観的な資料に基づ くも

のであるかどうか明らかでないことも併せ見れば,少なくとも平成 25

年度においては,前記新賀町の事務所が選挙活動 も含めた相手方森山の

活動拠点であつたとい うことができ,同事務所について政務活動 とそれ

以外の選挙・後援会活動に併用 されていた外形があつた とい うことがで

きる。

(ヴ 相手方中野について

証拠 (甲 114, 170, 176,205,231な い し234(枝

番号 を含む。),乙 21な い し28, 40)及 び弁論の全趣 旨によれば ,

相手方 中野は,奈良県大和郡 山市池之内町 461-3所 在 の関西興産株

式会社所有の建物の2階に① 「中野まさふみ事務所」を設置し,ま た,

平成 26年 3月 17日 に, 自身が代表者を務める② 「なら21政策研究

会」につき,政治資金規正法に基づき,上記奈良県大和郡山市池之内町

461-3を 主たる事務所の所在地として,平成 25年度分の収支報告

書を提出しており,②の事務所は,①の事務所の入居する建物 (登記簿

上の家屋番号461番の附属建物)と 同じ敷地内にある別棟 (上記家屋

番号の主たる建物)の 2階にあること,さ らに,③ 「中野まさふみ後援

会」が同所 (た だし,届 出の所在地は池之内町461番地)を主たる事

務所の所在地として政治資金規正法に基づき,前記 「なら21政策研究

会」と同日に,平成 25年分の収支報告書を提出しているが,③の事務

所は,②の事務所の所在する建物の 2階の別の部屋に所在するとしてい

ること,平成 25年 9月 当時,①の事務所の入居する居室の外壁には

「中野まさふみ 事務所」という看板が設置され,その左に「自由民主

党 大和郡山市支部連絡所」という看板が設置されていたこと,平成2
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7年 3月 頃には,①ないし③の事務所のある建物の敷地入口右手に「奈

良県議会議員中野まさふみ事務所」の看板,左手に「一緒に創ろう !日

本の未来 高市早苗」の看板が設置されていたこと,控訴提起後に作成

された平成 29年 3月 22日 付けの奈良県議会事務局担当者の報告書で

は,上記 「自由民主党 大和郡山市支部連絡所」という看板が取り除か

れ,「奈良県議会議員 中野まさふみ 後援会」という看板の「後援

会」力`消除されたこと,①ないし③の事務所の電話番号は同じであるこ

と,同相手方のホームページの「ご意見・お問合せ」欄には,「中野ま

さふみ事務所では会員を随時募集しています。」との記載があり,その

下に連絡先として前記①の事務所の住所及び電話番号が記載されており,

そのホームページでは,他に後援会の開催を含めた行事が紹介されてい

るが,別途後援会の連絡先が記載されていないことが認められる。

そうすると,同相手方についても,県議会事務局により,平成 23年

5月 から平成 24年 3月 までの間,政務調査事務所が専用であることを

確認した旨が報告されていることが認められるが,その確認が客観的な

資料に基づくものであるかどうか明らかでないことも併せ見て前記事情

を総合すれば,同相手方の政務活動事務所は,政党活動の事務所,後援

会事務所と併用されている外形があつたということができる。

l‐l 相手方辻本について

証拠 (甲 94, 99, 100, 178, 200, 217, 234, 2

35の 1ない し3, 236の 1ない し3, 乙 11, 27, 29, 30,

42)に よれば,相 手方辻本は,奈良県葛城市北花内 353-3に 政

務活動事務所を置いていること,同事務所の建物はかねつ工業株式会社

が所有する 2階建ての建物であるが,同相手方は,同社 と賃貸借契約を

締結 し,上記建物の 1階の 1室のかねつ工業株式会社の本店を除 く部分

を,賃料月額 15万円で借 りていること,同相手方の平成 25年度政務
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活動費収支報告書に添付 された事務所費に係 る領収書の作成者はかねつ

工業株式会社であること,同相手方は,前記奈良県葛城市北花内 353

-3を 主たる事務所の所在地 とする 「辻本あきお後援会」の代表者 と

して,政治資金規正法に基づき,平成 26年 3月 25日 に,平成 25年

分の収支報告書を提出していることが認められる。他方,上記後援会の

会計責任者の事務担当者 として記載 されている辻本淳子は,かねつ工

業株式会社の代表取締役であ り,同報告書に記載 された事務担当者の電

話番号は,かねつ工業株式会社の電話番号であること,前記後援会の収

支報告書の事務所費の欄は 0円 との記載があること,前記建物には ,

「辻本黎士後援会」 とい う看板が立てかけられていることが認 められ

る。

証拠 (乙 27)に よれば,相手方辻本は,後援会事務所は,かねつ

工業株式会社の本店に置いていると述べていることが認められるが,特

定あるいは不特定多数の支持者や選挙民又は県民が訪れる可能性のある

後援会事務所を 1室 しかない会社の事務所に置 くとい うのは不合理であ

るとい うほかない。 したがって,証拠 (甲 170)に よれば,同相手方

についても,県議会事務局により,平成 23年 5月 から平成 24年 3月

までの間,政務調査事務所が専用であることを確認 した旨が報告 されて

いることが認められるが,そ の確認が客観的な資料に基づくものである

か どうか明 らかでないことも併せ見て前記事情を総合すれば,相手方

辻本の政務活動事務所は,後援会事務所 と併用 されている外形があつ

たとい うことができる。

の 相手方小泉について

証拠 (甲 107な い し109,198,237,238,241の 1

ない し4, 242の 1ない し3, 乙 27, 31, 32, 43)に よれば ,

相手方小泉の事務所の住所地は奈良県大和郡山市九条町 238-4で あ
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ること,同相手方は奈良県大和郡山市九条町 238-2に 同相手方の政

務活動事務所 と後援会事務所を置いていた ところ,平成 23年 9月 27

日付けで,同相手方の後援会である泉栄県政会について,事務所を別番

地にある自宅に移転する届出を提出していることが認められ る。他方 ,

前記証拠によれば,平成 25年 9月 当時,前記九条町 238-4に 所在

する建物の敷地には,高市早苗衆議院議員,堀井いわお参議院議員の看

板が掲示 されてお り,建物 2階の正面には 「奈良県議会議員小泉米造事

務所 後援会泉栄県政会」 との看板が掲示 されていたこと,上記事務所

は平成 27年 4月 の県議会議員選挙において選挙事務所 として使用 され

たこと,平成 29年 4月 時点の同相手方のホームページでは,同相手方

のプロフィールの頁に,自 宅 と事務所が併記 され,住所電話番号はそれ

ぞれ別である旨の記載がされているが,自 宅が後援会事務所であるとの

記載はないこと,前記事務所はインターネ ッ トの地図では,相手方小泉

の政治団体の名称である「泉栄県政会」として記載 されていることが認

められる。

そ うすると,証拠 (甲 170)に よれば,同相手方について,県議会

事務局により,平成 23年 5月 から平成 24年 3月 までの間の うち,平

成 23年 9月 までは政務調査事務所が後援会事務所 と併用 され,同年 1

0月 以降,政務調査事務所が専用であることを確認 した旨が報告 されて

いることが認められるが,そ の確認が客観的な資料に基づ くものである

かどうか明らかでないことも併せ見て前記事情を総合すれば,相手方小

泉の政務活動事務所は,政党・選挙活動のための事務所,後援会事務所

と併用 されている外形があつたとい うことができる。

lpl 補助参加人について

証拠 (甲 96, 202,

4, 244の 1な いし4,

２

　

２

03, 207, 20

49の 102, 乙 1

243の 1な いし

17ないし19,

８

　

１
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27, 33, 34, 44,丙 1, 2)及 び弁論の全趣 旨によれば,補助

参加人は,奈良県北葛城郡河合町池部 3-15-17に 政務活動事務所

である「森川 よしゆき事務所」を置いていたこと,同事務所につき,補

助参加人は,所有者である株式会社河合清掃社 と,対象を床面積 30ポ ,

賃料を月額 15万円とする賃貸借契約を締結 していたことが認められる。

他方,前記証拠によれば,補助参加人の,平成 25年度政務活動費の収

支報告書に添付 された領収書の作成者は前記河合清掃社であるが,同社

の代表取締役は同相手方の妻であること,平成 25年 9月 当時,上記

「森川 よしゆき事務所」のある土地の外壁には,① 「奈良県議会議員

森川よしゆき選挙事務所」との看板のほか,② 「北葛 4町全力投球 ,

環境 暮らしを守るために 教育 子どもたちの未来のために 福祉

みんなの幸せのために」との看板,③ 「民主党 まじめが一番 あなた

と身近な県政のパイプ役」との看板が設置され,同年 10月 には,他の

民主党の衆議院選挙の候補者の後援会事務所の看板も設置されていたこ

と,平成 27年 4月 時点においても,前記①ないし③の看板は設置され

たままであり,その他に「直球勝負 民主党」と書かれ,当時の民主党

代表の写真ポスターが貼られた看板も設置されていたこと,ま た,前記

②の看板に記載された 「北葛 4町全力投球」,③の看板に記載された

「あなたと身近な県政のパイプ役」は,平成 29年 6月 時の同相手方の

ホームページにスローガンとして記載されていること,補助参加人は,

平成 25年 3月 12日 付けで,奈良県選挙管理委員会に対し,それまで ,

奈良県北葛城郡河合町西穴闇においていた後援会事務所である「森川よ

しゆき励ます会」の事務所を自宅である同町穴闇135-1に 移転する

届出をし,その際電話番号も変更されたとするが,平成 25年度に同相

手方が発行した広報紙には,連絡先として前記河合町池部所在の「森川

よしゆき事務所」の記載がされ,これに併記されている電話番号は,後
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援会事務所の移転届に記載 された自宅の電話番号 と同じであ り,ま た ,

平成 27年 5月 に補助参加人が発行 した広報紙に記載 されている事務所

所在地及び電話番号 とも同じであることが認められる。

前記河合町池部の事務所に掲げられた看板について,賃貸人の株式会

社河合清掃社代表者は,報告書 (乙 36)において,②及び③の看板並

びに民主党の看板は同社が掲示した,同相手方には建物の 1室を貸し,

'他の部分は同社が使用していたが,衆議院議員候補者の看板は,同社の

事務所内に置いていた旨を記載しているが,同代表者が同相手方の妻で

あることに照らしても,そ の記載内容をそのまま信用することはできな

い 。

そ うすると,証拠 (甲 170)に よれば,同相手方についても,県議

会事務局により,平成 23年 5月 か ら平成 24年 3月 までの間,政務調

査事務所が専用であることを確認 した旨が報告 されていることが認めら

れるが,そ の確認が客観的な資料に基づ くものであるかどうか明らかで

ないことも併せ見て前記事情を総合すれば,補助参加人の政務活動事務

所は,政党活動の事務所,後援会事務所 と併用 されている外形があつた

とい うことができる。

い 相手方乾について

言正拠 (甲 93, 97, 98, 194, 247,乙 20, 26,46)

によれば,相手方乾が政務活動事務所を置いているのは,奈良県北葛城

郡広陵町大場 91-3で あり,こ こには, 2階建ての建物 と,同 じ敷地

内に同相手方の自宅建物が建っていること,同相手方は,前記事務所に

つき,所有者である乾重量株式会社 との間で,対象を本社屋の 1階部分

の 1室 (1階には 1室 しかない。),賃料を月額 8万 4000円 とする

賃貸借契約を締結 し,ま た,事務所に必要な駐車場 として同社敷地内駐

車場の 5台分を,月 額 3万 1500円 で賃借する旨の賃貸借契約を締結
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していることが認められる。他方,前記証拠によれば,乾重量株式会社

は,平成 25年 1月 まで,相手方乾が代表取締役であつた会社であるこ

と,前記事務所の建物の 2階は 3室があり,それ らは乾重量株式会社の

事務所 として使用 されているとい うのであるが,相手方乾が借 りた駐車

場 5台分 とい うのが,前記事務所建物の前の駐車枠 3台分 と建物内の 2

台分であるとすると,同建物の周囲には他に駐車場 (駐車枠)は見当た

らないことや,前記事務所建物の入 口には 「いぬい浩之事務所」 とい う

表示がされているが,それ と別途設けられている 2階への入 口には,会

社名の表示もされていないことが認められる。また,平成 29年 3月 の

時点で前記事務所建物の隣 りにある相手方乾の自宅の門扉には同相手方

の表札の横に 「いぬい浩之後援会事務所」 と表示 され,前記住所 (奈良

県北葛城郡広陵町大場 91-3)を 主たる事務所の所在地 として, 自由

民主党広陵町支部,乾浩之後援会,乾浩之を育てる会が,それぞれ,政

治資金規正法に基づき,平成 25年分の収支報告書を提出してお り,同

報告書において,後 2者は,事務所費を 0円 と記載 しているが, 自由民

主党広陵町支部は事務所費を 16万 5512円 と報告 しているところ ,

同相手方の自宅に自由民主党事務所である旨の表示はない。以上の事実

を総合すると,同相手方が乾重量株式会社から借 りている居室が政党活

動の事務所 として使用 されていることが推認 されるといわざるを得ない。

そ うすると,証拠 (甲 170)に よれば,県議会事務局により,平成

23年 5月 から平成 24年 3月 までの間,同事務所が政務調査専用であ

ることを確認 した旨が報告 されていることが認められるが,そ の確認が

客観的な資料に基づ くものであるかどうか明 らかでないことも併せ見て

前記事情を総合すれば,相手方乾の政務活動事務所は,少なくとも政党

活動の事務所 と併用 されている外形があるとい うべきであつたとい うこ

とができる。
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工 前記 ウによれば,相手方藤野,同森山,同 中野,同辻本,同小泉,補

助参加人及び相手方乾が,平成 25年度の政務活動費を,原判決別紙請求

金額等一覧表の 「事務所費」の 「内容」欄に記載 された事務所賃料等及び

駐車場賃料の合計金額の事務所費全額に充当したことは違法であ り,本件

条例の使途基準に適合 しない部分について上記各相手方は法律上の原因な

く利得 し,同額について奈良県が損失を受けたとい うことができるから,

控訴人は,各相手方に対 し不当利得返還請求権を有 している。上記各相手

方の不当利得額の算出は,本件手引の使途基準の考え方によるのが相当と

解 されるところ,各相手方の政務活動事務所での政務活動以外の活動の使

用時間又は使用面積が本件証拠上必ず しも明らかでないことか ら,上記考

え方の定めるところに従い,各相手方の支出した事務所費の 2分の 1を も

つて不当利得額 とするのが相当である。各相手方に係る不当利得額は以下

のとお りである。

なお,不当利得返還請求権は期限の定めのない債権であるところ,控訴

人が,相手方 らに対 し,前記不当利得額につき支払請求をしたことにつき,

被控訴人 らから具体的な事実の主張・立証はないから,遅延損害金の支払

を請求することはできない とい うべきである。また,被控訴人 らか ら事務

所費及びそれに係 る遅延損害金につき不服申立てがされていない本件にお

いては,不利益変更の禁止の点からも遅延損害金を付することはできない。

171 相手方藤野

45万円 (事務所賃料月額 7万 5000円 (甲 113,乙 38)× 1

2か月÷ 2)

0 相手方森山

67万 2000円 (事務所賃料月額 11万 2000円 (甲 106,

乙39)× 12か月÷ 2)

(ヴ 相手方中野
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90万 円 (事務所賃料月額 15万 円 (甲 114,乙 40)× 12か月

÷ 2)

国  相手方辻本

90万 円 (事務所賃料合計 180万 円 (甲 99, 100,乙 42)÷

2)

lal 相手方小泉

60万 3565円 ({事務所賃料等合計 72万 5882円 十駐車場賃

料合計 48万 1248円 }(甲 107な い し 109,乙 43)÷ 2)

の  補助参加人

90万 円 (事務所賃料月額 15万 円 (甲 96,乙 44)× 12か月÷

2)

円  相手方乾

69万 3000円 ({事務所賃料月額 8万 4000円 十駐車場賃料月

額 3万 1500円 }(甲 97, 98, 乙 46)× 12か月■ 2)」

は⊃ 原判決 26頁 1行 日の 「本件手引は,」 を 「相手方乾については,賃貸人

である乾重量株式会社の代表取締役を平成 25年 1月 に辞任 したことが認め

られ (甲 93),ま た,本件手引の使途基準の考え方は,」 と改める。

υ)原判決 26頁 10行 日の 「できないところ,」 の後に 「証拠 (乙 11)に

よれば,平成 25年度の政務活動費の収支報告を受けるに当た り,奈良県議

会事務局では,相 手方辻本,補助参加人及び相手方神 田について,賃貸人

の会計処理上,当 該賃料が適正に管理 されていることが確認 されていたこと

が認められ ,」 を加える。

2 当審における当事者の補充主張及び補助参加人の主張について

(1)本件の判断基準について

ア 地方自治法 100条 14項ない し16項の定める政務活動費の制度は ,

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行により,
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地方公共団体の自己決定権や 自己責任が拡大 し,その議会の担 う役割がま

すます重要なものとなつてきていることにかんがみ,議会の審議能力を強

化 し,議員の調査研究その他の活動の基盤の充実を図るため,議会におけ

る会派又は議員に対する調査研究その他の活動の費用等の助成を制度化 し,

併せてその使途の透明性を確保 しようとしたものである (最高裁平成 17

年 (行 フ)第 2号同年 11月 10日 第一小法廷決定・民集 59巻 9号 25

03頁参照)。

そ うすると,上記規定を受けて制定 された本件条例の使途基準は上記の

趣 旨を踏まえて解釈 され るべきであ り,例えば,広聴広報費についての

「会派又は議員が行 う県政に関する政策等の広聴広報活動に要する経費」

や事務所費についての 「会派又は議員が行 う活動のために必要な事務所の

設置及び管理に要する経費」 とは,会派又は議員の議会活動の基礎 となる

広聴広報活動に要する経費,あ るいは,会派又は議員の議会活動の基礎 と

して必要な事務所の設置等の経費をい うものであ り,議員 としての議会活

動を離れた活動に関する経費ない し当該行為の客観的な目的や性質に照 ら

して議員の議会活動の基礎 となる調査研究等の活動 との間に合理的な関連

性が認められない行為に関する経費はこれに該当しないものとい うべきで

ある (最高裁平成 22年 (行 ヒ)第 42号同 25年 1月 25日 第二小法廷

判決・裁判集民事 243号 11頁参照)。

さらに,証拠 (乙 35)に よれば,本件手引は,政務活動費の支出が不

適切であるとの疑いが事後的に生 じることを避けるため,政務活動費を支

出する際に,議員及び会派が予め参考とすべき資料 として,使途基準を分

か りやす く解説する運用指針 として,奈良県議会議長の指示に基づき,副

議長,議会運営委員会委員長及び各会派代表者の総勢 7名 で構成 される検

討委員会において検討 され作成 され, さらに条例の改正に伴 う改正を経た

ものであることが認められ,本件条例 と同じ格付けの規範 とい うことはで
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きないが,政務活動費の制度化の経緯にかんがみれば,地方 自治法及び本

件条例の趣 旨に反 しない限 り,政務活動費に当たるか否かの判断にあたつ

ては,参考 とすべきものとい うことができる。

イ ところで,本件条例及び本件規程は,地方 自治法 15条に基づき,政務

活動費の交付を受けた会派の代表者及び議員は,当該政務活動費に係る収

入及び支出の報告書 (収支報告書)を ,所定の様式により,年度終了の 日

の翌 日から起算 して 30日 以内に,領収証等の書類 とともに議長に提出し

なければならず,収支報告書等は議長において保存 され,何人 もその閲覧

を請求することができ,議長は,収支報告書について必要に応 じて調査を

行 う等することができる旨を定めているが,収支報告書の所定の様式は ,

一定の場合を除き,概括的な記載がされることを予定 してお り,個々の支

出に係 る政務調査活動の目的や内容等が具体的に記載 されるべきものとは

していない。これは政務活動費の収支に関する議長への報告の内容等を上

記の程度にとどめることにより,会派及び議員の調査研究等の活動に対す

る執行機関や他の会派等からの干渉を防止 しようとする趣 旨に出たものと

解 される。 (最高裁平成 21年 (行 フ)第 3号同 22年 4月 12日 第二小

法廷決定・裁判集民事 234号 1頁参照 )

他方,本件条例は,会派又は議員がその年度において交付を受けた政務

活動費の総額から,その年度において行つた政務活動費の支出の総額を控

除 して残余がある場合は,当該残余の額に相当する額を速やかに返還 しな

ければならないと定め,ま た,議長は,収支報告書について必要に応 じて

調査を行 う等,政務活動費の適正な運用を期す とともに,使途の透明性の

確保に努めるものとしている。

そ うすると,会派又は議員が交付を受けた政務活動費が,収支報告書等

において,議員の議会活動の基礎 となる調査研究その他の活動以外の使用

に供 された場合,すなわち,議員 としての議会活動を離れた活動に関する
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経費ない し当該行為の客観的な目的や性質に照 らして議員の議会活動の基

礎 となる調査研究等活動 との間に合理的な関連性が認められない行為に関

する経費に充てられたものである場合には,会派又は議員はその支出に政

務活動費を充当することができず,それに相当する金額を返還 しなければ

ならず,返還がされなければ,県の公金の損失において,会派又は議員が

不当に利得を得ていることになるか ら,県には不当利得返還請求権が発生

することになる。同請求権の発生原因事実の主張立証はそれを請求する者

にあると解 されるが,前記政務活動費制度の趣 旨及びそれを具体化 した本

件条例及び本件規程の内容に照 らせば,適正・適法に収支報告書が提出さ

れた場合,本件条例の使途基準に合致 した政務活動費が支出されなかつた

ことを推認 させる一般的 ,外形的事実の存在が主張・立証 された場合にお

いては,相手方がこれに適切な反証を行わないときは,当該政務活動費の

支出は本件条例の使途基準に合致 しない違法な支出であると推認 されると

い うべきである。

(2)広聴広報費について

ア 被控訴人 らは,前記第 2の 4(被控訴人らの主張)(2)の とお り,各相手

方の広報紙に,当該相手方の写真,プロフィール,政治信条,国政に関す

る意見,議会外の活動状況の報告等県政に関する施策等情報 と言えないも

の,あ るいは県政に直接関係のないものなどが掲載 されている場合には ,

その部分に関 し政務活動費 としての広聴広報費を支出することは違法であ

る旨を主張 し,控訴人は,前記第 2の 4(控訴人の主張)(2)の とお り,各

相手方の広報紙は効果的な広聴広報活動に不可欠な情報を掲載 したもので ,

それに係る費用を支出することは政務活動費の趣 旨に適つている旨を主張

し,補助参加人は,前記第 2の 5(1)の とお り,補助参加人の広報紙に掲載

された記事は,県政に対する県民の意思を的確に収集,把握することにつ

ながる情報である旨を主張する。
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イ 前記(1)ア で述べたとお り,政務活動費制度の趣 旨を踏まえると,本件条

例の使途基準に定める広聴広報費の 「会派又は議員が行 う県政に関する政

策等の広聴広報活動に要する経費」 とは,会派又は議員の議会活動の基礎

となる広聴広報活動に要する経費をい うものであり,議員 としての議会活

動を離れた活動に関する経費ない し当該行為の客観的な目的や性質に照 ら

して議員の議会活動の基礎 となる調査研究等の活動 との間に合理的な関連

性が認められない活動に関する経費はこれに該当しないものとい うべきで

あり,本件手引もそれを踏まえた規定として解釈すべきである。 したがつ

て,本件手引の使途基準の考え方が広報紙について定める 「政党活動,後

援会活動等他の活動の掲載がある場合は,掲載記事の割合等により按分す

る」 との規定の 「他の活動の掲載」 とは,政党活動,選挙活動あるいは後

援会活動そのものを具現化するような内容の記事や,議員 としての議会活

動を離れた内容の記事,あ るいは当該記事の客観的な目的や性質に照 らし

て議員の議会活動の基礎 となる調査研究等活動 との間に合理的な関連性が

認められない記事をい うものと解することができる。

そ して,被控訴人 らの主張するうち,相手方尾崎,同和田,補助参加人 ,

相手方山村,同宮本,同今井,同太田及び同共産党共同企画の,平成 25

年度政務活動費の収支報告書において充当が報告 された広聴広報費の うち

の広報紙に係 る費用について本件条例の使途基準に適合 しない支出がある

ことが認められることは,前記 1(5)に おいて原判決を補正の上引用 して述

べたとお りである。

被控訴人 らは,相手方荻田についても,本件条例の使途基準に適合 しな

い支出があると主張するが,相手方荻田の広報紙である 「躍進」 (平成 2

5年 3月 27日 発行,平成 26年 3月 28日 発行。乙 10の 102)に は

①本目手方荻田の写真,略歴及び② 「奈良県議会議員荻田義雄の活動ぶ り」

と題する写真・記事が掲載 されている。 この うち,前記①の写真は,広報

51



紙のその余の部分を占める同相手方の県議会での質疑内容に係 る説明に対

応 し,同相手方の質問状況を示 したものであ り,説明と一体 となつて県政

に関する施策等を県民に知 らせるものといえる。また,前記②は,同相手

方の県議会議員 としての活動状況を視覚的に分か りやす く示 し,県政に関

する施策等を県民に知 らせるものであるとい うことができる。

したがらて,前記広報紙の印刷代等 35万 2582円 (甲 27～ 30,

乙47)へ の政務活動費の充当は,本件条例の使途基準に適合 したもので

あ り,こ の支出を違法 とい うことはできない。

(3)事務所費について

ア 控訴人及び補助参加人は,前記第 2の 4(控訴人の主張)(3)及び 5(補

助参加人の主張)(2)に記載の とお り,相手方藤野,同森 山,同 中野 ,同

辻本,同小泉,補助参加人,相手方乾において,平成 25年度の政務活

動費の収支報告書等を提出している以上,その支出は適法 と判断 されるベ

きであ り,事務所費を支出した事務所において政務活動以外の活動が行わ

れていた事実はないなどと主張する。

イ 前記(1)イ において述べたとお り,政務活動費制度の趣 旨及びそれを具体

化 した本件条例及び本件規程の内容に照 らせば,適正 。適法に収支報告書

が提出された場合,本件条例の使途基準に合致 した政務活動費が支出され

なかったことを推認 させる一般的・外形的事実の存在が主張・立証 された

場合においては,相手方がこれに適切な反証を行わないときは,当該政務

活動費の支出は本件条例の使途基準に合致 しない違法な支出であると推認

されるとい うべきである。

これを本件についてみるに,証拠 (乙 38, 39, 40, 42, 43,

44, 46)に よれば,平成 25年度について,上記相手方 らが,本件条

例に基づき収支報告書等を提出したことが認められるが,被控訴人 らが上

記相手方 らについて,本件条例の使途基準に合致 した政務活動費が支出さ
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れなかったことを推認 させる一般的・外形的事実の存在を主張・立証 し,

それ らの主張が認められることは前記 1(7)及び(8)に おいて補正の上引用 し

た原判決第 3の 3(1)ウ (原判決 23頁 21行 日から24頁 26行 日まで )

に記載のとお りである。

ウ 控訴人は,さ らに,政務活動費の支出が違法であると主張する側におい

て,当該支出が違法であることを窺わせる一般的外形的事実が主張・立証

された場合に,当該支出の適法を主張する側のする反証の程度は,当該支

出に係 る政務活動の実態を主張・立証するまでの必要はなく,「上記一般

的外形的事実の存在だけでは,当 該支出を違法 と判断す ることはできな

い」 といえる程度の別の事実を主張・立証すれば足 りると解するべきであ

る旨を主張する。

仮にその主張を前提 としても,前記のとお り,本件においては,政務活

動事務所のほかに事務所を設置 していることが明らかでないか (相手方藤

野),あ るいは,政務活動事務所 とは別に自宅や さらに別の事務所を後援

会事務所等 としているものの,政務活動事務所において,政党活動,選挙

活動あるいは後援会活動を行つているとい う外形的事実が認められること

は前記説示のとお りであり,本件全証拠によつても,こ の外形的事実の存

在にもかかわらず,政務活動事務所への事務所費の充当が違法でないとの

反証がされているとい うことはできない。

工 控訴人は,政務活動事務所に,他の議員や政党のポスターや看板等があ

るだけでは,政務活動事務所において政党活動や後援会活動など他の活動

が行われている一般的・外形的事実があるとい うことはできない旨を主張

する。

しか し,本件条例及び本件手引に定める政務活動のほか,政党活動,選

挙活動及び後援会活動 と,議員の活動は多岐にわた り,いずれにおいても,

特定の支持者あるいは後援会会員,及び不特定多数の選挙権者あるいは県
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民を対象 とするところ,それ らの者に対 し,議員 としての存在や所属政党

等を認識 してもらうことは重要であ り,議員の事務所に看板等 を設置する

ことは,その手段 としての宣伝活動の一環であるとい うことができ,一般

人は,当該事務所の位置付けや所属政党は,そ の看板の内容の通 りと認識

するのが通常である。また,本件手引が,連絡機能を有 していることを事

務所の要件 として定めているように,当該事務所に連絡機能 (手段)を備

え,それを活動の対象者に認識 してもらうことも議員にとつて支持者ある

いは潜在的な支持者を確保するための重要な事項であつて,政務活動事務

所の電話番号やメールア ドレス,それ らのホームページヘの掲載は議員に

とって常に注意を要すべき事項 といえる6

以上のことからすれば,看板やポスター,電話番号やメールア ドレスな

どの外部的表示も,当該議員の活動の意味を認識する重要な資料であると

い うことができ,それによつて,政務活動事務所において政党活動や後援

会活動など他の活動が行われている一般的 。外形的事実があると判断する

ことには合理性があるとい うべきである。

オ 補助参加人は,政務活動事務所 と後援会事務所を分けていた,政務活動

事務所に設置 されていた政党等の看板等は賃貸人である株式会社河合清掃

社が設置 したものであるなどと主張する。

しか し,前記 1(7)及び(8)で補正の上引用 した原判決第 3の 3(1)ウ のとお

り,補助参加人は,政務活動事務所 と後援会事務所を分けていたとしなが

ら,政務活動事務所の所在地には,遅 くとも平成 25年 9月 以降平成 29

年 4月 頃まで,「奈良県議会議員 森川よしゆき選挙事務所」の看板が掲

示されているままであり,補助参加人が平成 29年 6月 時においてホーム

ページでスローガンとして掲げていた 「北葛 4町全力投球」,「あなた

と身近な県政のパイプ役」の記載のある看板 も設置 され続けている。そ し

て,その看板の設置者が賃貸人である旨の株式会社河合清掃社の代表者の
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報告書が信用できないことは前述 したとお りである。

また,補助参加人は,平成 27年 4月 3日 付けで,選挙事務所を奈良県

北葛城郡河合町池部 1丁 目2-4と する届出を出している旨,河合町池部

3-15-17に は選挙事務所を設置 したことはない旨を奈良県議会事務

局に報告 していることが認められる (乙 27, 33)。

しかし,証拠 (甲 243(枝 番号を含む。))に よれば,平成 27年 4

月においても,「奈良県議会議員 森川 よしゆき選挙事務所」の看板は ,

前記河合町池部 3-15-17に 設置 されたままであること,前述 したと

お り,平成 25年度に補助参加人が発行 した広報紙には,連絡先 として前

記河合町池部所在の 「森川 よしゆき事務所」の記載がされ,こ れに電話番

号が併記 されているが,その電話番号は,後援会事務所の移転届に記載 さ

れた自宅の電話番号 と同じであ り,ま た,平成 27年 5月 に発行 した補助

参加人の広報紙に記載 されている事務所所在地及び電話番号と同じである

ことが認められ,平成 25年度において,補助参加人の政務活動事務所に

おいて政党活動,後援会活動等の活動が行われていたとい う外形があると

認めるべきことは,前記説示のとお りである。

3 以上によれば,被控訴人 らの控訴人に対する請求には,主文第 1項の限度で

理由があり,その余は理由がないからこれ らを棄却すべきところ,これ と結論

を異にする原判決は一部失当であり,控訴人の本件控訴は一部理由があるから,

原判決主文第 1項を本判決主文 1の (1)の とお り変更 し,被控訴人 らの附帯控訴

には理由がないからこれを棄却することとして,主文のとお り判決する。

大阪高等裁判所第 5民事部

藤 健下裁判長裁判官
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裁判官

裁判官

久野

子原
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(別 紙 1)

控訴審認容金額一覧表

相手方 内容 認容金額 (円 )

尾崎充典 広聴広報費 ¥58,275

藤野良次 事務所費 ¥450,00o

森山賀文 事務所費 ¥672,000

中野雅史 事務所費 ¥900,Ooo

和田恵治 広聴広報費 ¥19,025

辻本黎士 事務所費 ¥900,Ooo

小泉米造 事務所費 ¥603,565

森川喜之
広聴広報費 ¥21,472

事務所費 ¥900,00o

山村幸穂 広聴広報費 ¥86,187

乾浩之 事務所費 ¥693,000

宮本次郎 広聴広報費 ¥52,733

小林照代 広聴広報費 ¥39,300

今井光子 広聴広報費 ¥47,575

太田敦 広聴広報費 ¥51,471

合計 ¥5,494,603
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平 成 30年 3月 27日

大 阪高等裁 判 所 第 5民 事部

裁 判 所 圭
日 記 官 土ヽ遼

大阪(高)12‐ 004610

これ は正 本 で あ る。


